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「企業版ふるさと納税」制度の概要
企業版ふるさと納税は、国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行っ

た場合に、法人関係税から税額控除する仕組みです。
令和２年度より、地方創生の更なる充実・強化に向けて、地方への資金の流れを飛躍的に高める観点か

ら、制度が大幅に見直されました。これにより、損金算入による軽減効果（寄附額の３割）と合わせて、
最大で寄附額の約９割が軽減され、実質的な企業の負担が約１割まで圧縮されるなど、より使いやすい仕
組みとなりました。
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企業の税制上の優遇措置が拡大される等、「企業版ふるさと納税」制度は、従来
に比べ、より活用しやすい制度となったため、市町村も含めたオール奈良県体制で、
企業版ふるさと納税獲得に向けての推進体制を整備するため、令和３年２月に協議
会を設立しました。

【奈良県企業版ふるさと納税 連絡協議会 概要】
・メンバー

奈良県（政策推進課、市町村振興課（事務局））
市町村企業版ふるさと納税担当課

・アドバイザー
南都銀行、(株)カルティブ

・情報発信部会・プロモーション部会・検証部会の３部会を設置

企業版ふるさと納税連絡協議会の立ち上げ
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２.推進体制

○企業からの寄附獲得に向けた様々な取組を実施し、企業版ふるさと納税の制度活用を推進。
○加えて、地方公共団体の推進施策と企業の潜在的なニーズとのマッチングを行うことで、官⺠連携によ
るＳＤＧｓの推進や、人材交流を通じた関係人口の拡大・創出を図り、より一層の地方創生につなげる。

１.目的

連絡協議会について
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①勉強会の開催
制度への理解を深めるため、市町村担当者向け勉強会を開催。

開催実績･･･第１回：６月２８日、第２回：９月２９日
②情報発信事業
県・各市町村の地方創生プロジェクトをまとめた
PRパンフレットの制作。
③プロモーション事業
「企業版ふるさと納税」制度に関心のある企業と県内市町村との
マッチング機会創出に向けた「企業×自治体 マッチング会」開催。
（１１月２日開催予定・オンライン）
④検証事業
アドバイザーへ意見聴取を行い、今年度の事業実施内容と
寄附実績を踏まえた効果検証を実施。

連絡協議会 令和３年度実施事業
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←パンフレット

↓マッチング会
チラシ
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寄附獲得に向けたプロモーション
【寄附のきっかけ】
・創業地や工場の立地する自治体の事業を応援したい
・かねてから自治体と関係が深く、事業の趣旨に賛同
・⾸⻑等のトップセールス⾸⻑等のトップセールス⾸⻑等のトップセールス⾸⻑等のトップセールスを受けて、事業の趣旨に賛同

★寄附獲得には⾸⻑のトップセールスは重要！寄附獲得には⾸⻑のトップセールスは重要！寄附獲得には⾸⻑のトップセールスは重要！寄附獲得には⾸⻑のトップセールスは重要！
協議会でも今後、プロモーション活動を本格的に実施しますが協議会でも今後、プロモーション活動を本格的に実施しますが協議会でも今後、プロモーション活動を本格的に実施しますが協議会でも今後、プロモーション活動を本格的に実施しますが
協議会の取組と連動してトップセールスの実施をお願いします！協議会の取組と連動してトップセールスの実施をお願いします！協議会の取組と連動してトップセールスの実施をお願いします！協議会の取組と連動してトップセールスの実施をお願いします！


